
平成２２年度当初予算のポイント

平 成 ２２ 年 ２ 月
和 歌 山 県 財 政 課



１．全１．全１．全１．全 体体体体 像像像像

予算規模予算規模予算規模予算規模

歳歳歳歳 出出出出 ５，５，５，５，３４５３４５３４５３４５億円億円億円億円

（対前年度＋１１６億円、＋２．２％）

歳歳歳歳 入入入入 ５，５，５，５，３１４３１４３１４３１４億円億円億円億円

※県債管理基金繰入金（３１億円）を除く

収支不足額収支不足額収支不足額収支不足額

歳出歳入差引歳出歳入差引歳出歳入差引歳出歳入差引 ３１３１３１３１億円億円億円億円

（前年度６２億円）

県債管理基金の取り崩しにより補てん

財政調整基金残高（H22末見込） ４０億円

県債管理基金残高（H22末見込） ９４億円

※行革プランの想定：H22年度末 両基金残高計 ４５億円
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予算規模の推移予算規模の推移予算規模の推移予算規模の推移

（注）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、
端数において合計とは一致しない場合がある。

○予算規模は、昨年度に引き続き、
対前年度予算を上回る

○２年連続で予算が増加したのは、
平成１１年度以来１１年ぶり

１

※【収支不足】 歳出額マイナス歳入額のことであり、財源が不足する状態をいう。

当該不足額の補てんに財政調整基金・県債管理基金を活用する。



２．歳入のポイント２．歳入のポイント２．歳入のポイント２．歳入のポイント

・自主財源・自主財源・自主財源・自主財源 ２２２２，，，，０２２０２２０２２０２２億円億円億円億円（対前年度△２１億円、構成比３７．９％＜㉑３９．１％＞）

県 税 ７５４億円 （対前年度△１６１億円、△１７．６％）

諸 収 入 ７５６億円 （対前年度＋８７億円、＋１３．０％） など

・依存財源・依存財源・依存財源・依存財源 ３，３，３，３，３２３３２３３２３３２３億円億円億円億円（対前年度＋１３７億円、構成比６２．１％＜㉑６０．９％＞）

地方交付税 １，４６１億円 （対前年度＋６４億円、＋４．６％）

国庫支出金 ６９１億円 （対前年度＋２２億円、＋３．３％）

県 債 １，０３６億円 （対前年度＋１４億円、＋１．４％） など

※うち臨時財政対策債 ５４０億円（対前年度＋９５億円、＋２１．３％）

（１）県税収入（１）県税収入（１）県税収入（１）県税収入

７５４億円（㉑９１５億円、△１６１億円、△１７．６％）

※地方法人特別譲与税９７億円（㉑６１億円、＋３６億円、＋５９．８％）
地方法人特別譲与税を含めた場合、８５１億円（㉑９７６億円、△１２５億円、
△１２．８％）

主な税目の状況主な税目の状況主な税目の状況主な税目の状況

・個人県民税 ２６３億円（㉑２８９億円、△２６億円、△９．０％）

・法人二税 １１５億円（㉑２２７億円、△１１２億円、△４９．１％）

※地方法人特別譲与税９７億円を含めた場合、

２１２億円（㉑２８８億円、△７６億円、△２６．２％） 161
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（２）地方交付税・臨時財政対策債（２）地方交付税・臨時財政対策債（２）地方交付税・臨時財政対策債（２）地方交付税・臨時財政対策債

２，００１億円（㉑１，８４２億円、＋１５９億円、＋８．６％）

地方交付税 １，４６１億円
（㉑１，３９７億円、＋６４億円、＋４．６％）

臨時財政対策債 ５４０億円

（㉑４４５億円、＋９５億円、＋２１．３％）

※地方税収の落ち込みと地方交付税１．１兆円の別枠加算（地域

活性化・雇用等臨時特例費（仮称）創設）等により、実質的な交
付税が増

（３）県債（３）県債（３）県債（３）県債 （臨時財政対策債（臨時財政対策債（臨時財政対策債（臨時財政対策債除き除き除き除き））））
４９６億円（㉑５７７億円、△８１億円、△１４．０％）
うち 退職手当債 ５０億円（新行革プランでは８９億円）

（㉑５５億円、△５億円、△９．１％）
行政改革推進債等 ３０億円（新行革プランでは３０億円）

（㉑３０億円、±０億円、±０．０％）
◎県債依存度９．３％（㉑１１．０％、△１．７％)

※臨時財政対策債含みでは
１，０３６億円（㉑１，０２２億円、＋１４億円、＋１．４％）
◎県債依存度１９．４％（㉑１９．５％、△０．１％）

<参考> 地方財政計画の地方債依存度 約１６．４％
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４

（５）基金繰入金（５）基金繰入金（５）基金繰入金（５）基金繰入金
２６０２６０２６０２６０億円（㉑１６６億円、＋９４億円、＋５６．４％）

〔主な基金の繰入額〕
・緊急雇用創出事業臨時特例基金 ４１億円（㉑６億円、＋３５億円）
・地域医療再生臨時特例基金 ２７億円（皆増）
・介護職員処遇改善等臨時特例基金 ２１億円（皆増）
・ふるさと雇用再生特別基金 ２０億円（㉑１６億円、＋４億円）
・子育て支援対策臨時特例基金 １６億円（㉑３億円、＋１３億円）
・地域グリーンニューディール基金 ６億円（皆増）

・県債管理基金 ３１億円（㉑６２億円、△３１億円）

（４）県債残高（４）県債残高（４）県債残高（４）県債残高
平成22年度末残高（見込）９，０３６億円

（㉑末残高（見込）８，５５０億円、＋４８６億円）

※平成１３年度から発行している臨時財政対策債の残高が
増加。（平成22年度末残高（見込）２，４９８億円）

※ 平成１８年度以降、臨時的に退職手当債や行政改革推
進債を発行。

１３４３１１６４２１３計

９４３１１２４１７３県債管理基金

４０－４０４０財政調整基金

H22末

見込
H22取崩

H21末

見込

H20末

残高

基金残高（一般会計所管の基金総額見込）
Ｈ21末 ９３０億円 ⇒ Ｈ22末 ７０４億円

※ 財政調整基金及び県債管理基金の状況 （単位：億円）
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・義務的経費義務的経費義務的経費義務的経費 ２２２２，３４，３４，３４，３４２２２２億円億円億円億円（対前年度△１億円、△０．０％、構成比４３．８％）

人 件 費 １，５２７億円（対前年度△２７億円、△１．７％）

※経常人件費（一般職） １，３０６億円（対前年度△３３億円、△２．４％）

公 債 費 ６９３億円（対前年度＋１７億円、＋２．５％）

扶 助 費 １２２億円（対前年度＋９億円、＋８．３％）

・政策的経費政策的経費政策的経費政策的経費 ３３３３，，，，００３００３００３００３億円億円億円億円（対前年度＋１１７億円、＋４．１％、構成比５６．２％）

投資的経費 １，０６６億円（対前年度△１６億円、△１．５％）

※Ｈ２１の直轄負担金（維持費等除き）で比較すると、＋８億円、＋０．８％
※補正含みで比較すると、＋４０億円、＋３．５％

そ の 他 １，９３７億円（対前年度＋１３３億円、＋７．４％）

３．歳出のポイント３．歳出のポイント３．歳出のポイント３．歳出のポイント
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５
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＜その他経費＞
対前年度＋１３３億円の主な要因

①中小企業融資制度実施 ６６３億円
（対前年度＋８９億円）

②雇用対策 ６１億円
（対前年度＋３９億円）

③社会保障関係費 ４６４億円
（対前年度＋２１億円）
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公債費

扶助費

投資的経費



（１）人件費（１）人件費（１）人件費（１）人件費
経常人件費（一般職）経常人件費（一般職）経常人件費（一般職）経常人件費（一般職） １，３０６億円

（㉑１，３３９億円、△３３億円、△２．４％）

※職員定数△２４１人削減により△１９億円、給与改定△２４億円

退職手当退職手当退職手当退職手当 １８１億円（㉑１８０億円、＋１億円、＋０．３％）
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人件費の抑制により捻出した
財源を、「新政策」関連事業や
社会保障関係費の増に充当
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（２）公債費（２）公債費（２）公債費（２）公債費

６９３億円 （㉑６７６億円、＋１７億円、＋２．５％）

※ 平成２１年度において、決算剰余金処分等による

県債の繰上償還を実施

（３）投資的経費（３）投資的経費（３）投資的経費（３）投資的経費

１，０６６億円（㉑１，０８２億円、△１６億円、△１．５％）

◆㉑直轄負担金の維持費等除きの場合 ＋８億円、＋０．８％

◆補正含みで比較すると

１，１９３億円（対前年度＋４０億円、＋３．５％）

〔〔〔〔当初予算の内訳当初予算の内訳当初予算の内訳当初予算の内訳〕〕〕〕

うち普通建設補助うち普通建設補助うち普通建設補助うち普通建設補助 ６３４億円 （㉑５８０億円、＋５４億円、＋９．４％）

基金活用（国庫財源）事業 ＋６８億円

うち普通建設単独うち普通建設単独うち普通建設単独うち普通建設単独 ２６１億円 (㉑２７９億円、△１８億円、△６．７％）

紀北分院整備 △９億円、「青少年の家」耐震改修工事等 △３億円

うち直轄負担金うち直轄負担金うち直轄負担金うち直轄負担金 １１２億円 (㉑１６５億円、△５３億円、△３２．２％）

直轄河川関係事業 △１４億円、国営土地改良事業等 △６億円

維持管理、事務費分の減 △２４億円
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（４）その他（４）その他（４）その他（４）その他

１，９３７億円（㉑１，８０４億円、＋１３３億円、＋７．４％）

主な増減要因（事業名等）主な増減要因（事業名等）主な増減要因（事業名等）主な増減要因（事業名等）
○中小企業融資制度実施 ６６３億円（＋８９億円）

○ふるさと雇用再生特別基金活用、緊急雇用創出事業臨時特例基金活用 ６１億円（＋３９億円）

○社会保障関係費 ４６４億円（＋２１億円）

８

○厳しい経済社会情勢の中、「明日の和歌山を拓く『希望』の政策」と

「今日の暮らしを守る『安心』の政策」の推進が必要

○同時に、持続可能な財政構造の確立にも配慮

○収支不足額を３１億円に抑制しつつ、新政策を積極的に推進

『『『『長期総合計画実現にむけた新政策の推進長期総合計画実現にむけた新政策の推進長期総合計画実現にむけた新政策の推進長期総合計画実現にむけた新政策の推進』』』』 とととと 『『『『財政健全化財政健全化財政健全化財政健全化』』』』 の両立の両立の両立の両立


